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論文の概要 
地方の人口減少は自然増減と社会増減の２つの側面があることから、女性の社会増

減について145項目の変数を用いてランダムフォレスト回帰により若年女性の社会移
動にかかわる要因を抽出し、産業面では特定産業の集積、産業面以外では婚姻数等が
若年女性人口と相関していることを示している。 

 

論文審査会コメント 
先行研究も参考に分析を実施していて、独自の指標形成も評価できる。古典的計量

実証と機械学習による探索とを連携させようとする努力をきちんと試みており、実証
研究の未来の方向性を示した論文として評価できる。 
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1 問題と目的        
 人口減少は、平成末期の地方制度におけるキーワードである （1）。まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令

和元年改訂版）では、地方において地域社会の担い手が減少することにより、地域経済が縮小し、それが更に人

口減少を加速させ負の連鎖に陥っていると指摘し、地方の未来に向け「活力ある地域社会」の実現と、「東京圏

への一極集中」の是正を目指すと掲げている （2）。   

 人口減少には、死亡数と出生数の差による自然増減と、地域間の移動に伴う社会増減の２つの側面がある。地

方の人口減少は、出生率の低下と地方から東京圏への人口移動とが複合して生じており、人口移動について東京

圏への年齢階層別の転入超過数を見ると、15〜29歳の若年者が大部分を占めている （2）。人口は限られた資源で

あり、その社会移動に関わる要因を確認することは、地方の持続可能性に向けた対策を行うにあたり重要である

と考える。 

 若者の移動については、独立行政法人労働政策研究・研修機構の「移動する若者・しない若者」に詳しい。そ

の中で林 （3）は、若年女性の移動に着目しており、高い経済成長率を維持した時代は男性が都市部に集まってい

たが、90年代から傾向が変わり、2000年以後は都市部の 20〜39歳の若年層において男性よりも女性の比率が高

くなっていることを明らかにした。また、女性は男性よりも転入転出が少ないことから、都市部に集まり、都市

部から出て行かない傾向にあると指摘している。 

 地方の人口減少は、自然増と社会増減の２つの側面があると先に述べたが、女性は出産を担うため、その両者

に関わると言える。言い換えると、地方は都市部に比べ出生率が高い傾向にあるものの、社会移動により若年女

性の総人口が少なければ、人口の持続可能性は乏しいことになる。また、林の指摘から、男性と女性とでは社会

移動の傾向が異なっているため、若年女性のみを対象として社会移動の要因を探ることには大きな意義があると

考える。 

 若年女性の社会移動要因の先行研究として、先の林 （3）は、ジェンダー指数と 20〜39歳女性の都道府県間転入

超過数とには相関があると指摘している。また、10歳階級別に都道府県間の女性の純転入率と社会・人口統計体

系の各種指標との関係を見た田村ら （4）は、20歳代と 30歳代とでは指標との相関関係が大きく異なっており、

20歳代では給与や物価などの経済的な要因と純転入率とに大きな正の相関があるものの、30歳代では経済的な

要因との相関が見られず、婚姻率や教育費といった家庭の要因に相関が見られることを明らかにしている。ただ

し、どちらの研究も、女性の社会移動に関わる要因を網羅できていないこと、１時点のみを対象とした分析であ

ることが研究上の限界であると考える。 

 そこで本研究では、若年女性の社会移動に関わる要因について、網羅的かつ複数年検討し、地方の持続可能性

に向けた施策立案に資することを目的とする。 

 

2 分析方針と方法 
2.1 分析方針と用いるデータ  
 本研究では、若年女性の社会移動に関わる要因について、できる限り網羅的に検討することから、都道府県レ

ベルを対象とした。その理由は、公的統計の範囲が都道府県と市町村とでは大きく異なり、都道府県レベルの統

計の方が非常に多いためである。 

 また、目的変数である若年女性の人口として、国勢調査における各都道府県の 30〜34歳人口を扱うことと

し、2005年・2010年・2015年の統計を分析の対象とすることとした。その理由は、以下の３点である。①若年

者の社会移動は、15〜29歳が大部分であり、30〜34歳の人口はその結果として捉えることができるため。②

2005年・2010年・2015年の対象年において、5歳階級を扱うことにより各調査年でコホートが重複せず、コホ

ートの影響を取り除けるため。③国勢調査を用いる理由は、住民基本台帳があくまで住民票上の移動を把握する

ものであり、住民票を動かさずに移動しているケースについては社会移動を把握できないため。 

 要因を網羅的に検討するにあたり、因果連鎖分析 （5）を用いた。具体的には、若年女性の社会移動には、社会

移動に結びつく直接的な行動として「進学」「就職」「Uターン」「Iターン」があると想定し、それぞれに関

わる要因をできる限り挙げ、後の変数選択における方針とした（因果連鎖分析グラフは省略）。 

 続いて、因果連鎖分析に基づき、本研究で用いる変数を選択した。選択した統計の一覧は表１の通りである。

なお、人口や世帯数などの規模により、現数値では都道府県間の比較が困難であると考えられる変数について

は、人口千人あたりにするなどのスケーリングを行った。 

 変数は代理変数を含め、できる限り網羅するように選択した。例えば、「交通手段の利便性」を直接的に示す

統計はないため、交通手段の選択肢が少ない地方はガソリンの消費が多くなると考え、ガソリン消費量を代理変

数とした。また、因果連鎖分析内には要因として挙げられたものの、統計がない、対象年に調査がされていない

等の理由から扱えなかったものもある（「愛着」「地域の情報発信」など）。 

 結果として、47都道府県×3時点×145変数のパネルデータとなった。データの取得には提供された SSDSEの

他、e-stat（6）、統計ダッシュボード （7）、RESAS（8）を用いた。 



 



 

 

 



2.2 独自に作成した指標 
 以下の変数については、独自に作成を行った。 

①特化係数（各業種の県民総生産、各業種の就業者数、各職種の従業者数） 

 特化係数とは、地域における特定の産業の相対的な集積度を示す指標であり、地方の産業構造を簡易に把握す

ることができる （9）。算出方法は以下の通りである。 

 地域における産業 Aの付加価値額特化係数 ＝ 
地域における産業𝐴𝐴の付加価値額の比率

全国における産業𝐴𝐴の付加価値額の比率
 

②ハーフィンダール・ハーシュマン指数（各業種の就業者数、各職種の従業者数） 

 地域の産業・雇用の多様性（あるいは集中度）を示す指標として、ハーフィンダール・ハーシュマン指数

（HHI）を作成した （10）。HHIは各分野の比率を２乗したものの総和であり、値は 0から１の範囲を取り、0に近

いほど産業・雇用の多様性が高いことを示す。算出方法は以下の通りである。 

      当該地域の業種 HHI ＝ ∑ 𝐶𝐶𝑖𝑖2𝑛𝑛
𝑖𝑖=1  

𝐶𝐶𝑖𝑖 : 当該地域の i番目の業種の比率, n: 業種数 

③ジェンダーギャップ指数 

 各都道府県における男女間の不均衡を示す指標として、世界経済フォーラムの算出方法に基づき、ジェンダー

ギャップ指数（GGI）を作成した （11）。GGIは経済分野、教育分野、健康分野、政治分野の４つの指標と、その４

指標を平均した総合指標がある。表２は GGIの算出方法である。 

 

2.3 分析方法 
 本研究の分析方法として、ランダムフォレスト回帰による SHAP値を求めることとした。 

(1) ランダムフォレスト （13）とは 

 ランダムフォレストとは、決定木を元とした機械学習手法であり、算出される説明変数の重要度により機械

学習手法の中では結果の解釈性が高いこと、サンプルサイズより説明変数が多くとも安定した結果が出せるこ

と、多重共線性や変数の分布形状を問わずに分析可能であることが主な特徴である。 

(2) SHAPとは 

 SHAP(SHapley Additive exPlanations)（14）とは、機械学習で得られた予測モデルの説明性や解釈性を高める

ための指標であり、予測結果について説明変数の貢献度（予測への寄与度）単位に分解したものである。 

(3) 時系列性を取り除く固定効果変換 

本研究では３時点のパネルデータを扱うが、ランダムフォレストにそのままデータを入力すると、データに

は都道府県による異質性や時点による異質性が混在することになる。 

そこで、パネルデータ分析を参考に、都道府県の固定効果変換を行うこととした。具体的には、都道府県ご

とに異なるが時間を通じて一定である変数をダミー項に加え、各変数の値は以下の式の通り、各時点における

全都道府県の平均値を控除した。 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑡𝑡� = 𝛽𝛽(𝒙𝒙𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝒙𝒙𝑡𝑡���) + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖– 𝜀𝜀𝑡𝑡� 
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖：目的変数, β:パラメータ, 𝒙𝒙𝑖𝑖𝑖𝑖:説明変数, 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖:誤差項, 𝑖𝑖:都道府県, t: 時点 

 この変換により、時点による異質性はキャンセルアウトされる。なお、この変換は関数形として線形を仮

定していること、ランダム効果はないと前提している点に留意する必要がある。 



3 結果 
 scikit_learnパッケージの RandomForestRegressor を用い、各都道府県の 30〜34歳女性人口を目的変数、そ

れ以外の変数を説明変数とするランダムフォレスト回帰を行った。 

 パラメータチューニング及び訓練後のモデルによる予測にあたり、141件（47都道府県×3）のサンプルサイ

ズを訓練データ（サンプルサイズの 64％）、バリデーションデータ（同 16％）、テストデータ（同 20％）の３

つに分け、テストデータは予測にのみ用いた。パラメータチューニングには optunaを用い、kfold 法 3分割の

交差検証により、目的関数として RMSE(二乗平均平方根誤差)を最小化するようにパラメータチューニングを行っ

た。テストデータによる予測と実測値による決定係数は 0.774であった（図２）。 

 

   図２ 予測値と実測値のプロット              図３ SHAP値のサマリ         

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ SHAP値のサマリプロット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その後、訓練後のモデルと訓練データから、SHAP値を算出した。 

 図３の SHAP値は、予測における各説明変数の貢献度を棒グラフで一元的に示したものであり、図４の SHAP値

のプロットは、各説明変数と予測値との相関を示したものである。図４のグラフの横軸は予測値の正負のどちら

の方向に寄与しているかを、プロットの色は各説明変数の値の高低を示しており、例えば一番上の「特化係数_

就業者数女_Ｌ学術研究_専門_技術サービス業」は、値が高いほど若年女性人口の予測値も高く、正の相関関係

にあることを示している。 

 全体として、各都道府県の産業構造の違いが反映されており、「学術研究・専門・技術サービス業」「運輸

業・郵便業」「情報通信業」「不動産業・物品賃貸業」の就業者比率が全国より高いと、若年女性人口の予測値



も高いことが示された。一方で、「複合サービス事業」や「家族従事者」は若年女性人口の予測値との負の相関

関係を示していた。 

 また、婚姻件数も貢献度が二番目と高く、若年女性人口の予測値との正の相関関係にあった。 

 
4 考察 
4.1 産業面について 
 SHAP値の算出により、若年女性の人口は業種別就業者数との関係性が強いことが示された。そのうち、正の相

関が示された業種は、専門・科学技術・業務支援サービス業、運輸・郵便業、情報通信業、不動産業・物品賃貸

業などであり、負の相関が示されたのは複合サービス事業や農業・林業であった。 

 日本全体の傾向との比較をするため、国民経済計算上の各業種の 2005年から 2015年の推移を確認した（表

３）。なお、本研究で主に用いた国勢調査上の業種と、国民経済計算上の業種とが名称含め必ずしも一致しない

点に御留意いただきたい。 

 

 日本全体の付加価値額や就業者数が 2005年から 2015年にかけてほぼ横ばいであるのに対し、業種別では違い

が見られた。 

 専門・科学技術・業務支援サービス業については、付加価値額・就業者数ともに大きな伸びが見られた。この

業種は具体的には学術的研究の他、法律・会計・デザインやコンサルティングなどを手がけるもので、専門性や

資格が求められるホワイトカラーの業種であり、対事業所向けのサービスが主であると考えられる。専門・科学

技術・業務支援サービス業の特化係数と若年女性人口との相関（SHAP値）が見られたことを踏まえると、表３の

付加価値額や就業者数の伸びは都市部に偏っており、その中で、若年女性が就業機会を見出しているものと考え

られる。そこには、「手に職をつけたい」と言った長期的なキャリア志向が関係しているかもしれない。 

 運輸・郵便業や情報通信業、不動産業についても、都市部への集積という点では、専門・科学技術・業務支援

サービス業と同じことが言えそうである。 

 表３には記載していないが、若年女性人口との負の相関（SHAP値）が見られた複合サービス業は、具体的には

郵便局や農業協同組合である。全国に比較的満遍なく広がっている業種と考えられるが、その分都市部への集積

が考えにくく、若年女性人口との負の相関に繋がっていると考えられる。 

 興味深い点として、医療・福祉（保健衛生・社会事業）については付加価値額や就業者数が大きく増加してい

るものの、2015年時点での医療・福祉就業者数と若年女性人口との相関（原数値、表等には未記載）は-0.49

と、やや大きい負の相関が見られる。全国的な伸びがある一方で、都市部に偏った若年女性就業者の伸びではな

いことを意味しており、地方における若年女性の就業の受け皿となっている可能性がある（もしくは、若年女性

以外が就業を担っている可能性がある）。 

 地方において医療・福祉業を伸ばすことは、若年女性の人口増加につながるであろうか。筆者にはそう思われ

ない。 

 表４は、2010年国勢調査における東京都の、業種ごとの 20−24歳、25-29歳、30−34歳の女性の転入超過数で

ある。国勢調査では 5年前の居住地を調査しており、10年ごとの調査では業種や年齢５歳階級ごとの各都道府県

への転入・転出数を得ることができる。 

 医療・福祉業は、30−34歳では東京都から転出しているものの、20−24歳、25-29歳では東京都への転入超過に

あり、３つの年齢階級を合計すると、東京都への大きな転入超の状況である。30-34歳で都市部からの転出があ

るとしても、一部に過ぎないと言える。また、医療・福祉業は少子高齢化で一定の需要は見込まれるものの、専

門・科学技術・業務支援サービス業のように、産業集積によって地域の人口以上に需要に増えることは考えにく

い。専門・科学技術・業務支援サービス業は地域を超えてサービスを提供可能であるのに対し、医療・福祉業は

それが難しいためである。 

 以上のことから、特定の産業面の集積が若年女性人口と相関していると言えるが、そこに地方が産業面で都市

部と対抗することは困難であろうと考える。より小さな面積で産業集積化を図るか、よりニッチな部分で、若年

女性を惹きつけるしかないのではないだろうか。 

 



  

 表４の転入超過数の合計で大きい業種は、情報通信業である。昨今ではリモートワークの必要性が叫ばれてい

るが、若年女性の増加に向けては、情報通信業などで完全リモートワークが可能な企業と地方とが連携し就業に

繋げる、という方向性が考えられる。また、農業については３つの年齢階級の全てで東京都からの転出超過であ

り、女性にとって農業で働きやすい環境を整える、といった施策も考えられる。 

 

4.2 産業面以外について 
 産業面以外では、婚姻数と若年女性人口との正の相関（SHAP値）が見られた。地方における、婚姻数の増加に

向けた取組は有効であると考えられる。 

 女性の家族従業者と若年女性人口とでは負の相関（SHAP値）が見られた。産業面との関わりが強いと思われる

が、外に出て働く生活スタイルが多い場所に若年女性が集まっていることが窺えた。 

 その他、教育や福祉、ジェンダーといった要因については、SHAP上の貢献度は認められなかった。 

 ジェンダーギャップ指数（GGI）については、元々が開発途上国も含めた指標として考えられており、日本国

内のみを対象とした場合、健康分野や教育分野で男女格差が出にくいという問題点がある。GGIは、STEM教育の

比率など、給与に関わる部分での男女格差を反映できていないとの指摘もある （15）。紙面には記載していない

が、GGIは 2005年から 2015年にかけて各都道府県で上昇傾向にあり、細かく検討する価値はあるかもしれな

い。 

 

4.3 本研究で得られた知見とその限界 
 本研究は、若年女性の社会移動に関わると考えられる要因について、可能な限り網羅し分析を行った点に特徴

がある。その上で、優先すべき要因を抽出できた点に研究上の価値があるものと考える。 

 研究上の限界としては、まず、方法論上の問題が挙げられる。ランダムフォレストはあくまで予測のために用

いられる手法であり、因果関係を明らかにするものではない。専門・科学技術・業務支援サービス業」の就業者

を増やせば、若年女性人口は増える、といったことは本研究からは言えず、言えるのはあくまでも関連性の強さ

である。この分野については、Causal Forest（16）などの因果推論が可能な機械学習手法が開発されてきている

ため、研究上の発展として因果関係を精緻に分析する方向性が考えられる。 

 その他、３時点でのパネルデータを扱うにあたり、都道府県の固定効果変換を行った上でランダムフォレスト

を行ったが、より適切な方法があるものと思われる。また、ランダムフォレストの結果は、訓練データやパラメ

ータにより多少変動しうるものである。補足すると、筆者はランダムフォレストを 3度行い、SHAP値やその順位

について僅かな変動はあったものの、抽出される変数はほぼ変わりなかった。 

 方法論以外では、そもそもの問題設定として、人口という量的な側面のみで地方の持続可能性を考えるべき

か、という点がある。若年女性は自然増減と社会増減の両面に関わり、その人口は持続可能性に大きく寄与する

が、一方で人材の質という点も地方の持続可能性に関わりうるものと思われる。女性（に限らないが）起業家が

地域の産業を活性化させ、その結果として若年女性人口が増えたり、あるいは非常に優秀な女性が活躍の機会を

求めて海外に転出する、といった点も考慮に入れるべきものと考える。 
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